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研究成果の概要（和文）：制度環境において、企業が戦略的に対応し、組織間関係を構築するのかについて明ら
かにしている。組織論特に新制度理論の成果をもとに、制度企業家、埋め込まれたエージェンシー、制度的対応
などの考え方により、制度環境に対応する戦略・組織・組織間関係のモデルを構築した。企業とステイクホルダ
ーとのパワーや信頼とともに、組織内要因として、部門間パワー、対境担当者のポジションとパワー、トップの
リーダーシップが影響を与えることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study deals with strategic responses and interorganization relation in 
institutional environments.We study new institutional theory critically.Core concepts are 
institutional enterpreneurship,embedded agency,institutional responses.It examines a model of 
strategy -organization-interorganization relation in institutional environments.Factors of response 
in institutional environments are interorganizational power and trust,interdepartmental power,
position of boundary personnel,top leadership.

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
（１） 企業が変化する環境にいかに対応
するのかは理論的に実践的に重要
な課題である。従来の研究では競
争環境や市場環境への対応は研究
されてきたが、法制度やそれに準
じた規則などの制度環境への対応
は本格的に取り上げられることは
なかった。経営学では企業と社会
についての一環として、取り上げ
られてきたが、経営戦略論や組織
論として展開されることは少なか
った。 

（２） 規制の観点から取り上げられたさ
いに、企業は規制される者、政策
に影響される者として、それらに
従属する存在として取り上げられ
てきた。そこで企業がいかに規制
環境に主体的に対応したのかを取
り上げる必要がある。企業と規制
環境との相互関係に焦点を当てた
研究が求められている。 

（３） こうした課題について近年新たな
展開を見せている組織の新制度論
に注目する必要がある。企業は制
度環境に行動が制約されるととも
に、能動的に制度環境に影響を与
える戦略対応をとると考えている。
企業がとる選択肢には受動的に従
う黙従だけでなく、妥協・回避・
拒否・操作がある。そのどれが選
択されるのかは極めて重要である。
その選択はいかなる要因によるの
かについては取り上げられること
は少なかった。 

（４） 企業の制度環境に対する対応が制
度圧力とともに組織的要因にも注
目する必要がある。組織論の成果
を積極的に取り入れる必要もある。 

（５） 制度変化が利害の異なるステイク
ホルダー間の対立と解決の場とす
れば、山倉やヘラーが研究してき
た組織間関係論・提携論の従来ま
での成果を活用することもできる。 

（６） 法制度の変更、規制緩和などの制
度環境の変化に対して企業がいか
に対応するのかが重要であり、制
度環境という状況において戦略・
組織・組織間関係の相互関係を解
明する意味は極めて大きい。 
 

 
２． 研究の目的 
（１） 本研究の目的は制度環境に対し、
企業が戦略的に対応し、政府を含
むステイクホルダーとの関係を理
論的に実証的に明らかにすること
である。制度環境に対応する戦
略・組織・組織間関係の統合モデ
ルの構築を目指している。 

（２） 従来の研究とは異なり、企業は決
して制度環境に従うだけでなく、
能動的に制度環境に働きかける主
体としてとらえ、企業と制度環境
（監督官庁を含む）との相互関係
を明らかにすることを目指してい
る。 

（３） 経済学や政治学の成果を批判的に
摂取するとともに、経営戦略論・
組織論の成果を十分に斟酌し、制
度環境における企業の戦略的対応
モデルを構築する。制度環境及び
その変化に対し、企業がいかに対
応していくのか、企業をめぐる内
外の主体を組み込んだモデルの構
築をめざす。 

（４） 組織論の新制度論に注目し、制度
への戦略的対応についての研究を
サーベイし、その研究成果の適用
を検討する。制度理論で展開され
てきた制度的企業家、埋め込まれ
てきたエージェンシー、制度的対
応、制度ロジックなどについての
批判的検討を行い、具体的事例に
ついての適用を行う。 

（５） 制度環境への対応を実証的に明ら
かにするために、規制が強いとい
われている業界に注目する。業界
の特性、業界に係わる法制度によ
り、運輸業界、飲料業界、介護サ
ービス業界などに注目し、現存の
法制度に対する対応、制度の変更
に対する企業及び業界の対応につ
いて、公刊されている資料やイン
タビューを通じて明らかにする。
業界における重要な出来事に注目
し、その過程を追跡し、関係者間
の関係を時系列的に明らかにする。 

（６） 理論的な検討と事例に基づき、制
度環境に対応する実践的モデルの
構築を目指す。 

 
３． 研究の方法 
（１） 本研究目的を達成するために、
企業環境への企業の対応に関す
る既存研究についての文献サー
ベイを行う。経営戦略論、組織
論、組織間関係論だけでなく、
経済学、社会学についての文献
について批判的検討を行う。運
輸業界、飲料業界、看護サービ
ス業界についての調査を行う。 

（２） 制度環境と組織間関係を主とし
て研究するグループと制度環境
と変革を研究するグループに分
けて研究を展開する。組織間関
係研究グループでは、制度環境
および組織間関係に関する従来
までの研究をサーベイし、パワ
ー、学習、制度の観点から枠組



みを設定する。変革研究グルー
プでは、変革研究の現状を把握
し、制度環境に対応する変革の
認知・導入・定着の段階を設定
する。戦略変革と組織、業績評
価との複合した関係を統合的に
把握する枠組みを構築する。2
つのグループの成果を元に、制
度環境に対応する戦略・組織・
組織間関係のモデルを構築する。 

（３） 制度環境の実態に関する内外の
様々な情報収集に努める。特に
運輸業界、飲料業界、介護サー
ビス業界に関する情報収集を行
う。当該業界に関する文献や資
料を積極的に収集する。日本だ
けでなく欧米・アジアに関する
業界動向・企業情報を文献だけ
でなく、インターネットを活用
した情報収集を行う。 

（４） 運輸業界としてはＡＮＡ，ＪＲ
東日本、ヤマト運輸、飲料業界
ではキリン、サントリー、熊澤
酒造、介護サービス業界として
ニチイ学館、ツクイなどを取り
上げる。制度環境としては、規
制と規制緩和、安全規制を取り
上げる。こうした制度環境に対
する企業の戦略的対応、組織と
しての対応、組織間関係の構
築・変化を明らかにするために、
当該企業の当事者だけでなく、
業界団体、監督官庁のインタビ
ューを行う。 

（５） こうした理論的・実証的研究を
踏まえ、制度環境に対応するた
めの戦略・組織・組織間関係の
統合モデルの構築を目指す。 

 
４． 研究成果 
（１） 制度環境における企業の戦略的
対応と組織間関係を明らかにす
るためには、企業を制度に従属
する存在ではなく、制度から自
立した存在であることを前提と
して議論を展開していくことが
従来以上に重要であることが確
認された。企業と制度環境との
相互関係、とりわけ企業と政府
の関係を積極的に取り上げるこ
と、しかも企業ー業界団体ー政
府の関係としても捉えることが
生産的であることが明らかにな
った。そこで組織間関係論の研
究成果が適用できることも明確
になった。 

（２） 本研究課題は組織論の近年にお
いて新たな展開を見せている新
制度論の応用領域であることが
明らかになった。キーコンセプ

トである制度的企業家、埋め込
まれたエージェンシー、制度ロ
ジック、制度的対応、正当性な
どの展開可能性を検討し、どの
ような条件の下で企業が制度圧
力から自由であるのか、制度に
対して多様な対応が可能か、制
度変化につながるかに焦点を当
てて分析を行った。 

（３） 食品業界特にビール業界につい
て、規制緩和に対する対応、酒
類に対する規制強化、酒税法の
改正などの出来事に注目し、個
別企業レベルの対応、業界レベ
ルの対応について検討した。企
業レベルでは、規制に直接に変
化させるよりも規制を前提にス
テイクホルダーとの関係を再構
築していくこと、規制の影響の
ない制度の空白を探すことが明
らかになった。ビール業界にお
ける、ノンアルコールビールと
いうカテゴリーの創造もこうし
た文脈より解釈することもでき
る。 

（４） 制度環境への対応については、
企業とステイクホルダーとの関
係としてとらえ、パワーや信頼、
正当性の観点からとらえるだけ
でなく、今まで取り上げられて
いなかった組織内要因を組み込
んだ説明が必要である。組織内
パワーの布置、トップのリーダ
ーシップ、対境担当者のポジシ
ョンとパワーが影響を与えてい
ることが事例分析から明らかに
なった。制度環境に対してどう
対応するのかはトップの問題認
識や部門間パワー関係によって
いる。特に制度の隙間である制
度的空白の発見はトップの危機
感、それに対応する部門のパワ
ーの強さに依存している。 

（５） 制度環境への企業の対応は企業
経営にとって重要な問題である
が、企業が取り扱う問題である
のか、政府に任せるのか、市場
にゆだねるのかの問題ともつな
がる。また企業と政府という関
係として取り扱うのか、企業、
政府、業界団体という 3 者関係
として取り扱うのかは今後も追
及すべき課題である。 
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